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○浜田委員長 質疑の申し出がありますので、順次これを許します。山井和則君。 

○山井委員 民主党の山井和則でございます。これから四十一分間にわたりまして質問をさせていただきたいと

思います。 

 まず何よりも、今回のこのテロ特措法の延長、本来、通常国会で法案を提出して、これだけ重要な問題ですか

ら、じっくりと時間をとって議論すべき問題であったと思います。さらに、十月九日の北朝鮮の核実験、やはり、

これによって日本における危機管理あるいは防衛問題に関する状況というのは、テロ対策も含めて大きく状況が

変わりつつある、そういうときであると思います。 

 また、月曜日の質疑を聞いておりましても、この五年間に対する総括というものが極めて不十分であると思っ

ております。伴野議員の質問の中でもございましたが、原口議員や伴野議員、与党の理事の方々とも現地を視察

された。そういう中で、本当に灼熱の太陽のもと、日本のために精いっぱい汗を垂らして任務に励んでおられる

自衛隊員の方々には、心より敬意を表したいと思います。だからこそ、このテロ特措法がこのままの形で延長し

ていっていいのかということをじっくり審議せねばならないと思っております。 

 私たち民主党としては、テロに対しては全力を挙げて闘っていかねばならない、そして、自衛隊員の方々に対

しても最大限の支援をせねばならないと思っております。しかし、今回の議論を聞いていて思うのは、何か、二

年、二年、一年、一年と場当たり的、そして、総合的なテロ対策ということに取り組まずにただ漫然と措置法を延

長していくというやり方は、まさに官僚丸投げ、問題先送り、そのために約五百十六億円もこの予算が投入され

ております。 

 私、ここでまず最初に問いたいのが、防衛庁長官のリーダーシップということであります。本当に、政治家とし

てきっちりとしたリーダーシップをしていっておられるのか。 

 なぜそういうことを聞くかというと、まず最初に質問したいのは、十月九日の北朝鮮の核実験の第一報をどう

いうふうな形で聞かれたのかという問題であります。これは、危機管理上大きな失態であったのではないかと思

います。 

 きょうお配りしております資料を見ていただきたいと思います。 

 整理をしますが、結論を言いますと、中国から第一報が十時半に入った、それから久間長官に連絡が入ったの

が、何と二時間十分後なわけですね。結局、飛行機が到着してからですから、二時間十分後なわけです。 

 この問題について、久間長官、どのように考えておられるか、まず答弁をお願いします。 

○久間国務大臣 他の委員会でも答えましたとおり、私に正式に入ったのは、大阪空港に着いたときでございま

すから、十二時三十分、このとおりでございます。 

 ただ、この間も申し上げたわけでございますけれども、防衛庁としては、私が留守中には北川政務官が代理を

するということで指定しまして、もし実験を行った場合にはどういう対処をするかということについて指示の文

案をつくりまして、そういうことでみんな構えをしておったところであります。 

 そして、十二時三十分に連絡が入りまして、一時の飛行機でその場で引き返したわけでございます。それで、羽

田空港に着いて具体的な内容を聞いて、その指示文書どおりの指示をしたということでございますから、個人で

云々というよりも組織として行動するわけでありまして、その間に官邸において緊急の閣僚の参集があったわけ

でございますけれども、そのときも一時には北川政務官が出ているわけでございますから、組織できちっと対応

しておった、私はそういうふうな認識を持っております。（発言する者あり） 

○山井委員 今も原口理事から、大臣は、そんなだったら要らないじゃないかという声が出ております。 

 大体、こういう緊急事態、日本の危機にこそ政治家のリーダーシップが最も必要とされているのではないです

か。今の話を聞いていたら、こういう緊急事態においても、長官と二時間十分も連絡がとれなくても、それでちゃ

んと対応できるというのは、私が最初に言った、まさに、官房長官がアドバイスしないでくださいよ、長官に聞い

ているんですから。 



 長官、そのことについて問題があったとは感じないんですか。 

○久間国務大臣 さっきからも何度も申しておりますように、私の留守中のそういうような対応についてきちん

と決めているわけでございます。これは、組織としてどういうふうに対応するかというのをどう決めておくかと

いうのが大事でありまして、それを私が全部が全部やらなきゃいかぬというような前提に立ってやることじゃご

ざいません。これはおたくが大臣に仮になったときでも言えるわけでありまして、留守中はどうするか、そうい

うことをやはり組織として決めておく、これが組織ですから、その辺については御理解いただけるんじゃないで

しょうか。 

○山井委員 北朝鮮が核実験をするというのは、これは大変なことですよ、日本にとっては。そういう緊急かつ

重大な事態において、長官としばらく連絡がとれなくてもいいと。そして、御存じのように、週末にこういう核実

験があろうということはわかっていたわけでしょう。不意打ちでもないわけでしょう。私は、そういう危機的な

状況こそ、日本の防衛の責任者がいなければならないと考えます。 

 おまけに、安倍総理もこのときいなかったわけじゃないですか。十時四十分に総理に報告があった、十一時二

十分に内閣官房より防衛庁に連絡があった。四十分の落差があるわけです。こういう官邸対策室を設置したら、

まさにそこと連携して行動すべきじゃないんですか。いかがですか。 

○久間国務大臣 よく、週末にあるとわかっていたじゃないかとおっしゃいますけれども、週末にあるというの

はわかっていなかったわけでありまして、核実験をする可能性があるという報道はされておりましたし、その報

道についてはキャッチしておりました。それが週末にあるということがはっきりしていたわけじゃございません

で、その辺については御理解賜りたいと思います。 

 それと、今言いましたように、総理大臣にかわって官房長官が官邸に残ってその対策を講ずることにもなって

おるわけでありまして、防衛庁においても北川政務官をその代理として指定しておったわけでございます。確か

に二時間という空白が生じておるというのはおっしゃるとおりでございまして、そういうものに対して非難され

るならば非難は甘んじて受けますけれども、組織としてはやはりどこかで代理者が代理せざるを得ないようなケ

ースは出るわけでございますから、その辺については御理解賜りたい。特に、民間機の場合は連絡がとれない場

合が実はあります。そこのところについてはぜひ御理解賜りたいと思います。 

○山井委員 危機管理の本質は、最悪の事態に備えてプリペアドネス、準備しておくということですよ。そうい

う意識が欠如しています。 

 また、今回のこの状況を見て、防衛庁長官、国民はどういう印象を持ったと思いますか。（発言する者あり） 

○浜田委員長 静粛に願います。 

○山井委員 北朝鮮で核実験が行われた、にもかかわらず、肝心の防衛庁長官がそのことを二時間十分も知らな

かった。こういうことで、国民は本当に不安に思っておりますし、また自衛隊員の方々も、本当にこれは、私は非

常に不安を感じている方も出てくると思いますよ。 

 そこで、次に麻生外務大臣にお伺いします。 

 これを見てみたら、十時四十分に総理に報告されている。十時三十分に中国から第一報が外務省に入って、十

分で総理と官邸に報告が行っている。これはわかるんです。それで、昨日、外務省から資料を出してもらいまし

た。これをお配りしております。皆さん、見てください。二ページ目です。十時三十分に中国外交部より中国日本

大使館に連絡が入った、北朝鮮が間もなく核実験を行うであろうと。それで、十時三十分過ぎ、上記の情報を外務

大臣に伝達。十時四十分ごろ、上記の情報を官邸、内閣官房に伝達。そして、同じく、瞬時に、十時四十分ごろに

総理に伝達。これは当然ですよね。 

 外務大臣にお伺いしたいんですけれども、これは、外務省から防衛庁への連絡というのは直接されないんです

か。 

○麻生国務大臣 今、久間長官の方から組織の話があったと思いますが、危機管理の話は内閣官房だと存じます

から、外務省から内閣官房に上がるということになっております。 

○山井委員 単なる事務連絡じゃないですよ、これは。核実験が行われたといったら、まさに非常に深刻な問題

ですよ。そのことについて外務省から直接じゃなくて、では、直接これからも伝えないということですか。（発言



する者あり） 

○浜田委員長 静粛に願います。 

○麻生国務大臣 危機管理というものは一本化されておきませんと情報が錯綜しますから、基本的には、危機管

理室というのが内閣官房にありますので、そこに情報は集中させてやるというのが組織というものであります。 

○山井委員 久間長官、今の答弁でよろしいですか、これからも、いろいろな緊急の事態が起こっても直接は来

ないというようなことですが。 

○久間国務大臣 防衛庁あるいはまた自衛隊がどういう行動をとるか、それは絶えず我々としても緊張を持って

対処するわけでございますけれども、情報の伝達はどういうルートで来た方が一番正確であるか、そういうこと

も踏まえながらやらぬといけません。 

 私たちもいろいろな情報がいろいろなところから実を言いますと入ることは入るわけですけれども、やはりそ

ういう意味では、きちんとしたルートできちんとした最終的な報告が来るというのが大事だと思っておりますか

ら、私は、それは一本化でいいと思います。 

○山井委員 正確さと同様に速さが必要なんですよ、こういう危機管理においては。 

 そこで官房長官にお伺いします。 

 一本化は必要だと。一本化のために、これは首相官邸に十時四十分に連絡が行ったんですよね。外務省から官

邸に行くまでに十分。どうして、内閣官房、首相官邸から防衛庁に情報が行くまで四十分かかっているんですか。

四十分間、何をされていたんですか。 

○塩崎国務大臣 幾つかの情報がございました。これはインテリジェンスにかかわることでありますから余りつ

ぶさにはできないところでありますけれども、今先生が御指摘の、北朝鮮で核実験をするかもわからないという

情報が、中国からの連絡だったわけです。つまり、行われるかもわからないという情報で、そこの十一時二十分ご

ろというふうに書いてあるのは、核実験を実施した可能性があるという情報なんですね。 

 これは二つの違う情報でございまして、起こるかもわからないという、十時半に中国から北京にある日本の大

使館に伝わったことについては、私にも四十分ごろに連絡がございました。そして、一本化されている危機管理

の体制のもとで、安危室の方からしかるべきところには連絡が行っております。 

 したがって、防衛庁にも、起きるかもわからないという情報は、私が記者会見の十一時前後と言っているのは、

多少のずれは、いろいろなところに連絡をいたしますので時間の差はありますけれども、十一時前後には、起き

るかもわからないということは伝わっていたはずでございます。 

 もう一つ、起きたかもわからないということについては十一時二十分に防衛庁に伝わっているということであ

って、実際は、そういうことで、きちっと危機管理の体制のもとでこの連絡体制はできているものであります。 

 もちろん、こういったことで、今、山井議員のおっしゃっているように、スピードが大事だ、そのとおりであり

まして、改善すべきところは改善をしていかなければならないと思っておりますし、反省点が全くないというこ

とはありませんので、私の方でも、今、安危室の方に、この連絡体制をきちっと、国民の皆様方にも、それから国

会の皆様方にも御心配がかからないようなスピーディーな対応をもう一回見直して構築し直そうということでや

っているわけでありますが、しかし、基本的には今回の点でも抜かりはなかったというふうに考えております。 

○山井委員 官邸に入ってから防衛庁にこの連絡が入るのに四十分もかかって、抜かりがなかったということは

私はないと思いますよ。今後もそういうことになるんですか。（塩崎国務大臣「委員長」と呼ぶ）ちょっと待って

ください、まだ私は質問しているんですから。 

 それで、久間長官、久間長官の記者会見を聞くと、十一時の時点でわかっていたら飛行機で飛び立っていなか

ったということをおっしゃってますね。これは、官邸からすぐに連絡があれば、久間長官は飛行機に乗る前にそ

こでとまっていたわけですよ。そうでしょう。だから、そういう意味では、やはり四十分もかかっているというの

は問題があるわけです。 

 こういう重大なときに、連絡が遅くなって飛行機で防衛庁長官が飛び立ってしまった、そういうことで国民の

安全というのは守れるんですか。 

 大体、久間長官、週末ごろに核実験がありそうだという情報をつかんでいたわけですよね。それで、核実験で、



もしかしたら放射能が大量に漏れて大問題になったかもしれない。 

 国民の命を守る政府として、危機管理上重大な時期に防衛庁長官が大阪に向かっておられたということですが、

大阪は何のために行く予定だったんですか。 

○久間国務大臣 それは、たびたび申し上げているように、党務でございます。（山井委員「具体的には」と呼ぶ）

具体的には別に申す必要はないと思います。党務ですから。けれども、大体皆さん方も類推できると思います。 

○山井委員 私がわからないのは、これだけ、核実験が行われるかもしれないという差し迫ったときに、防衛庁

長官というのは党務を優先されるんですか。やはり危機管理の方を優先させるべきではないかと私は思います。 

○久間国務大臣 そこはいろいろな判断があろうかと思います。 

 ミサイルが飛んでくるかもしれないとなりますと防衛出動がありますから、その場合と、地下核実験が行われ

るというのとは若干違うわけでありまして、そのときに、党務を優先させるか、あるいは残っておくか、それは私

の判断でありますから、委員から指摘されることではないと思います。 

○山井委員 私は非常に失望を禁じ得ません。やはり防衛庁長官たるもの、このような差し迫った危機があるか

もしれないというときには党務よりも危機管理を優先させる、それが私は防衛庁長官のあるべき姿ではないかと

思っております。 

 それでは、次に移ります。 

 もう一つ深刻な問題、核保有論議の問題が出てきております。これはまさに日本の国のあり方に根本的にかか

わる問題です。 

 御存じのように、中川昭一自民党政調会長、こう発言されたわけですね、先日の民放の番組で。憲法でも核保有

は禁止されていない、核があることで攻められる可能性が低くなる、やればやり返すという論理はあり得る、当

然議論があってもいいと。このことに関して、国内や諸外国から深刻な懸念や不安の声が上がっているわけであ

ります。もちろん、日本の国には非核三原則がございます。核兵器を持たず、つくらず、持ち込ませず、これは国

是であると思います。 

 そこでお伺いしたいんですが、このことについて麻生外務大臣の御見解、やはりこれは議論することはいいと

お考えなのかどうなのか。外務大臣としての御答弁をお願いします。 

○麻生国務大臣 中川政調会長の発言は、これは国の安全保障のあり方について、それぞれの時代状況、国際情

勢などを踏まえたさまざまな国民的議論があり得るということを述べたものである、私自身はそう承知しており

ます。その点に関してはいろいろな議論がある。 

 ただ、日本の政府としては、今ほど言われた三原則を堅持することにつきましては……（山井委員「原稿を読ま

ずに答えてくださいよ」と呼ぶ）別にあなたに言われる必要はないと思いますが。正確に御答弁を申し上げるた

めにはきちんと読んでいる方が丁寧だというのが私の見解でありますので、あなたの指摘を受ける必要はありま

せん。 

 非核三原則を堅持することについては、歴代内閣から累次にわたって明確に表明されておるというのは御存じ

のとおりだと存じます。したがいまして、政府としてこれを堅持していく立場に変わりはないということだと存

じます。 

 また、法律上も、原子力基本法がありますので、原子力活動は平和目的ということに限定されていることも御

存じだと思いますけれども、そういった意味では、ＮＰＴ上、非核兵器国として、核兵器の製造や取得などは行わ

ない義務を、ＮＰＴ条約に加盟しておる日本の立場としては持っておるということも事実だと存じます。 

 このような観点から見ても、日本が、今、核兵器を保有するということは考えられませんし、私も、今、閣内に

おりますということも御存じのとおりです。 

○山井委員 麻生大臣、私の質問に答えていただきたいんです。 

 核保有の議論が今問題になっているんです。議論をすることはいいことだと思っておられるんですか、それを

聞いているんです。 

○麻生国務大臣 この国は言論統制をされている国ではありません。この国は自由主義国家でありまして、共産

主義国家とか社会主義国家とわけが違いますし、我々としては、言論はかなり自由に行われるのがこの国のいい



ところだと思いますので、言論を封殺するというような考え方にはくみしません。 

○山井委員 麻生大臣、私の質問に答えてください。 

 核保有を議論することはいいと考えられているんですか、どうですか。そのことを聞いているんですから。 

○麻生国務大臣 言論の自由を封殺するということにくみしませんという以上に明確な答えはないと思いますが。 

○山井委員 一国民あるいは一議員が言うことと、外務大臣が言うことは違うんですよ。全く意味が違うわけで

すよ。（発言する者あり） 

○浜田委員長 静粛に願います。 

○山井委員 国を代表して外務大臣が言うことになるわけですからね、これは。そういうことだから、諸外国か

ら懸念を持たれるわけです。 

 それでは、久間長官にお伺いします。 

 こういう核保有の議論はあっていいという議論があります。久間長官はいかが思われますか。 

○久間国務大臣 私も、議論をするなとは言いませんが、議論すると間違ったメッセージを送ることがありまし

て、そういう点が非常に気になるということをたびたび言っているわけでありまして、やはりタイミングとか場

所とかいろいろなことがございますから、言うときには、私自身は注意して言わなきゃいかぬと思っております。 

○山井委員 塩崎官房長官、今議論ありましたように、誤ったメッセージを出す、だから慎まねばならないとい

うことを長官もおっしゃっておられるわけです。 

 塩崎官房長官、この中川政調会長の発言というのは政府の見解と同じですか。 

○塩崎国務大臣 この中川昭一自民党政調会長の発言の後、直ちに、翌日だったと思いますが、安倍総理は、政府

としてこの三原則の見直しを議論することはないということは明確におっしゃっているわけでありまして、政府

としてこのような議論をするということはあり得ない。非核三原則は、変わらぬ政府としての方針です。 

 今、政調会長の発言が政府と同じかという話がありましたが、私は前回のこの委員会の場でも御答弁申し上げ

ましたように、政府の要人ではない政調会長が、みずからの発言についてはみずから説明責任を負うべきだとい

うことを申し上げました。中川昭一さんはそのとおり説明責任を果たして、説明をし直したと私は聞いておりま

す。 

 そういうことでありますから、政府の原則とはまた別のところでの発言だというふうに我々は理解をしており

ます。 

○山井委員 安倍総理は自民党の総裁でもあるわけです。 

 それで、この発言に対して、誤ったメッセージを与えるということで、これは被爆者団体の方々からも本当に

怒りの声が上がっております。例えば、憲法は戦争放棄をうたっているのに核保有なんというのはもってのほか

だ、我々の命をどう思っているのかと憤るのは長崎原爆遺族会会長の下平作江さん、こういうのが京都の新聞で

も報道されておりますし、また、長崎市長の伊藤市長も、北朝鮮の核実験強行という緊張した国際関係の中で、与

党政策責任者のこうした発言は被爆地の市長として看過できないと言っております。それで、公明党もこの発言

に対しては懸念を表明しております。 

 さらに、ブッシュ大統領もこのことについて次のように述べております。「日本が核兵器についての立場を再考

するという発言について（中国が）懸念を抱いているのを知っている」、こう述べているわけなんですね。これは、

明らかに誤ったメッセージが諸外国に対してもう伝わっているわけです。 

 議論をするということは、見直す可能性があるということに受け取られるのは当然ではないでしょうか。官房

長官、いかがですか。議論をするということは、見直す可能性があるというふうに諸外国に受けとめられても仕

方ないんじゃないですか。（発言する者あり） 

○浜田委員長 静粛に願います。 

○塩崎国務大臣 外交は政府が行うものでございます。そして、その政府の責任者たる内閣総理大臣が、非核三

原則は変わらぬ日本の政策だということを言い、この問題について政府として議論することはないということを

明確に言っているわけでございます。したがって、対外的にはこれ以上のことは私はないと思っています。 

 一方で、先ほど麻生外務大臣からお話がありましたように、自由民主党では言論統制はいたしておりません。



しかし一方で、説明責任というのは必ず、高い立場の人になればなるほどあるわけであって、それは中川昭一政

調会長がみずから説明責任を負わなければいけないことで、それについては中川さんも負って、そして実際に説

明をしたということだと私は理解しております。 

○山井委員 政府の見解と違うということは、やはり政調会長に、注意をするなり撤回するように求めるべきで

はありませんか。いかがですか。 

○塩崎国務大臣 先ほど来申し上げているように、自由民主党の中は言論の統制はございませんので、説明責任、

個人の政治家としての責任をきっちり果たさなければならないというこの一点だと思っております。 

○山井委員 非核三原則、そして非核運動の先頭に立つというのは、これはまさに日本の国の誇れる国是ですよ。

そのことに対して諸外国がどう受け取るかというのは非常に重要なんです。実際、ブッシュ大統領も中国も諸外

国も、議論していいということを外務大臣や政調会長がおっしゃっているということで、見直す可能性があると

いうふうにもう受け取ってしまっているじゃないですか。これは、やはり誤ったメッセージが届いているんじゃ

ないですか。 

 その意味では、今まさに北朝鮮に対して核は持たないでくださいと、唯一の被爆国である、最も核の恐ろしさ、

悲惨さを知っている日本こそが、最も今そのリーダーシップを、世界の中で旗を振るべきときに、その逆のメッ

セージを海外に対して与えている。あの被爆国である日本さえもそういう議論をしている、そのことを、与党中

枢の政調会長や外務大臣までもが議論がいいと言っている。これが誤ったメッセージでなくて、何になるんです

か。 

 やはりここは、安倍総理も美しい国とおっしゃっておられますが、日本の国の一番美しい部分というのは、平

和を愛し、核兵器の根絶のために先頭を切って闘う、この姿勢こそが美しい国なんじゃないですか。にもかかわ

らず、塩崎官房長官の答弁を聞いていたら、三原則は維持すると言いながら、片や言論の自由の政党ですからと。

そういうあいまいな答弁、あいまいな姿勢は、このような、核というような重要な問題にとっては私は許されな

いと考えますが、塩崎長官、いかがですか。（発言する者あり） 

○浜田委員長 静粛に願います。 

○塩崎国務大臣 今、山井議員は、麻生外務大臣も与党のとおっしゃいましたけれども、外務大臣は政府のポス

トでございます。恐らく、政党の役員と政府の閣僚とを取り違えて受け取る外国のリーダーは余りいないと私は

思っています。 

 なお、中川昭一さんのサンプロでの発言の中でも、明確に、非核三原則は守りますということも彼は言ってい

るということをつけ加えておきたいと思います。 

○山井委員 守りますと言いながらも、議論をすること自体が見直しの可能性がある、まさに久間長官がさっき

おっしゃったように、そういうメッセージを与えているわけです。それで、麻生大臣も、議論はいいということを

実際おっしゃっておられるわけですよね、中川政調会長だけではなく。 

 これはもっと議論したいのですが、時間もありますので次に移らせていただきますが、本当に、こういう肝心

なところであいまい答弁をしてぶれていく、そういうことでは、国民の信頼も国際的な信頼も得られません。 

 次に、これも久間長官の答弁についてお伺いします。 

 先日の委員会の中で、伴野議員の質問に対して、給油を受けている側の米軍もしくは艦船が攻撃を受けた場合

には日本は反撃ができるのかというようなことに関して、はしょって言いますと、現実にはどうするかといいま

すと、その場合は、武器等防護の規定に基づいて、やはり反撃せざるを得ないんじゃないかというふうに答弁さ

れているわけなんですね。 

 それで、昭和五十八年三月八日の衆議院予算委員会で、谷川国務大臣は、我が国が自衛の目的以外の場合につ

いては米艦艇を守れないという趣旨のことを答弁されているわけです。 

 そういう意味では、疑念として、これはやはり憲法解釈の変更ではないか、そういうふうな懸念が今出てきて

いるわけですけれども、久間長官、これについてはいかが思われますか。 

○久間国務大臣 憲法解釈上の話というよりも、具体的にそういう状況になったときに、例えば委員だったらど

うされるか。恐らく、やはり現在の法令を使ってでも、とにかく守ろうとすると思います。そして、そのときに何



でやるかという選択の話だと思いますけれども、私は、同じ場所におって同じような給油活動をやっておるとき

に攻撃されたときに、それを、こっちとこっちと峻別して分けるなんということはできないんじゃないか。だか

ら、武器等防護等の規定を利用して、それで反撃ができるんじゃないかということを言ったわけで、これは憲法

の解釈の話とはちょっと違うんですけれども、その前段で私が、私自身の、集団的自衛権、個別的自衛権というふ

うに今峻別している仕方そのものがいいんだろうかというような、そういう話をしたので、その問題と案外誤解

されたのかもしれませんので、その辺、私の参議院の予算委員会での答弁の仕方がちょっと悪かったのかもしれ

ませんが。 

 私は、そういう現場にあった場合に、これはだれが見てもやはり黙って見過ごすということはできないんだろ

う、そういう前提に立って、あえてそれをやるなら武器等防護の規定で防護するでしょうねというようなことを

言ったわけでございますから、その辺の状況についても御理解賜りたいと思いますと同時に、もし皆さん方がそ

ういう現場の指揮官だったらどうするかというときに、それはそれでやってよろしいよというようなことを言っ

てもらわないと大変だろうと思うんですよ。だから、そこのところをひとつ御理解しておっていただきたいと思

うわけです。 

○山井委員 そのことに関して、きのう理事会で、答弁についてペーパーが出ているわけなんですね。だから、私

が聞いているのは、その説明ではなくて、今までの憲法解釈と変わっているんじゃないかということを質問して

いるわけですよ。そのことについてはどうなんですか。 

○久間国務大臣 何回も言っていますように、憲法解釈上は変わっていないわけです。ただ、そういう具体例を

言われたものですから、具体例のそういう場合には反撃できるんじゃないかということを言ったわけですから、

そこのところを誤解のないようにひとつお願いいたしたいと思います。 

○山井委員 このことに関しては、周辺事態法とかいろいろなことに関係してくる、集団的自衛権にも関係する

非常に大きな問題です。時間がないのでここまでにしておきますが、このことはまた議論を深めていきたいと思

っております。 

 それで、テロ特措法の五年間の総括です。 

 先ほども申し上げましたが、伴野議員や原口議員も現地を視察されて、灼熱の太陽のもと、本当に汗だくにな

って国のために任務を遂行しておられる自衛隊員の方々には、心より敬意を表したいと思います。 

 それで、月曜日の答弁も聞かせていただきましたが、テロ対策として給油というものが最も効果的で最適なの

かということが、やはり十分今まで説明が果たされていないというふうに私は感じます。そのことについて答弁

をお願いいたします。 

○久間国務大臣 最適かどうかは、それはまた、それぞれの国、それぞれの人が判断しますから。ただ、私も最適

というふうに断言はできませんけれども、少なくとも、テロ特措法に基づいて我が国が補給活動を行っているこ

とにつきましては、海上阻止行動が粛々と整然と行われて、それによってかなりの成果も上げているのも事実で

ございまして、それで世界各国からも非常に感謝されておる、そういう実態を踏まえれば、これは非常に効果は

上がっている。 

 最適かどうかということをいいますと、それはもっといろいろなことがやれればできるかもしれませんけれど

も、我が国としてやれる限度もございますので、そういう中で、こういう選択をあのとき選んで、そして法律をつ

くってやってきて、二年、二年と延長して、さらに一年延長して、もう終わるかと思っておりますけれども、なか

なか終わらない。あと一年、とにかくお願いしたいということで延長の法案を出させていただいているわけでご

ざいますので、どうぞその点もひとつよろしくお願いいたします。 

○山井委員 明確なテロ戦略も先の展望もないから、これは泥縄式と言われるのではないでしょうか。 

 それで、内閣法制局も来ていただいておりますので、ちょっと御答弁願いたいんですが、先ほど久間長官から、

憲法解釈の変更はない、そういう答弁がございましたが、その点について内閣法制局としてはいかがでしょうか。 

○山本政府参考人 御答弁申し上げます。 

 御指摘の答弁につきましては、ただいま長官からもお話がありましたし、また、昨日防衛庁から配付された資

料もありますとおり、現行のテロ対策特別措置法及び自衛隊法において認められている、自己等または武器等の



防護のための武器使用についてのものであるというふうに承知しておりまして、そうであれば憲法解釈の変更を

するものではないというふうに承知しております。 

○山井委員 久間長官のこの議事録では、米艦船が攻撃されたら日本が反撃できるというふうにも受け取れる発

言になっているんですが、久間長官、いかがですか。 

○久間国務大臣 米艦船が攻撃されたらというふうに限定されますが、同一地点で同じ行動をやっておって攻撃

されたときに、それが米艦船の攻撃だから私は知らないよというようなことはできないのであって、それは、ほ

とんど同一地点における攻撃については武器等防護の規定を適用したとしてもいいんじゃないかということを言

ったわけであります。 

 その辺の状況並びにシチュエーションがそういうふうな状況でありますから、全然違うところを攻撃されてい

る米艦船に対して、我が自衛艦が反撃できる、あるいは航空機が反撃できるということを言ったわけではござい

ませんで、補給活動をやっているその現場で攻撃されたときに、これは、向こうが無防備だから、こっちはその態

勢ができているからといって、向こうに対する攻撃だというふうにみなして、うちは知らないよということはな

かなかできないんじゃないか。 

 同一地点での同一行動をやっているときの話でございましたから、そういうふうに答えているわけであります。 

○山井委員 もちろん、日本の自衛隊員の命を守ることは非常に重要なことであります。ただ、その中でどうい

う仕切りをきっちりやっていくのかということで、泥縄式ではなくて考えていかねばならないというふうに私も

思っております。 

 それで、もう一枚配っております最後の資料で、このテロ特措法の改正法案が閣議決定された時点と、十月九

日、核実験が行われた時点とでは、防衛上、戦略上の環境に大きな変化があるのではないかと私たち民主党は当

然考えております。それについて、変化があったとは考えていないというような答弁なんですが、これはどう考

えても大きく変化していると思うんです。いかがですか。 

○久間国務大臣 今この時点で我が国の防衛上重大な変更があったというわけではございませんので、テロ対策

特措法に基づく行動については粛々と行っていく、そういうことを言っているわけでございます。 

 これから事態がどんなに変化してもそのままかと言われると、それはまた別でございまして、我が国の防衛政

策上一番重要なところに重要な装備あるいは機材、そういう態勢を整えるということはあり得るわけでございま

して、ただ、今の時点でインド洋上における補給活動をやめるかと言われますと、その必要はないというふうに

判断しているということを言ったわけであります。 

○山井委員 インド洋のこと、アフガニスタンに対するテロ対策、これは本当に重要でありますが、隣国北朝鮮

の脅威というのは非常に大きいものであると思います。 

 もう時間が参ったようですので、最後に一問だけ、ちょっとイラクのことをお伺いしたいと思っております。 

 これは今まで何度も質問が出ておることでありますが、過酷な状況の中でイラクでの復興支援に参加された自

衛隊員の皆様には、本当に心より敬意を表するわけであります。しかし、大量破壊兵器も実際はなかった、アルカ

イダとフセインの関係もなかったということがアメリカの委員会の報告書で出てきたわけでありますね。それで、

九・一一で亡くなったアメリカ人の被害者の数が二千七百四十九名、今日では、それを上回るアメリカ兵がイラ

クで亡くなっている、そして、現在はもう内戦状態で、泥沼化しつつあるというようなイラクの状況もあります。 

 これに対して、安倍総理などは、当時はイラクが大量破壊兵器を持っていないことを説明する責任があった、

それを十分していなかったからそう信じる合理的な理由があったというふうに答弁をされているわけです。しか

し、御存じのように、アメリカのブッシュ大統領もイギリスのブレア首相も、このことに関しては情報が誤って

いたということを認めておられますし、ブレア首相も、その関係で一年以内に辞任されるというような事態にも

立ち至っているわけであります。 

 イラクでは、この間、罪のない、軍人を除く民間人が五万人以上もミサイル攻撃などでお亡くなりになってい

るという現状で、このような攻撃を支持した日本においても、この支持というものが、本当にこれは誤った情報、

誤った判断に基づいて、やはり問題だったのではないか。実際、五万人以上ものお年寄りや子供たち、罪もないイ

ラクの方々が亡くなっているわけですよ。 



 このことについて、麻生外務大臣、最後に答弁をお願いしたいと思います。 

○麻生国務大臣 今御指摘のあったとおり、ブッシュ大統領が誤りを認めたというのは、イラク攻撃は誤ってい

たということを認めているわけではありません、御存じのとおりです。イラクの武力行使の決定自体ではなくて、

いわゆる大量破壊兵器を持っていたという、米政府が収集した情報が結果として誤っていたということだと承知

をしております。 

 日本政府がイラクに対して武力攻撃を決定した背景というのは、これは御存じのように、安倍総理の方からも

御答弁のあっているとおりであって、累次の安保理決議に基づいて、国連査察団の累次の報告等につきましても

全く反論というものが出ておりませんので、日本政府として主体的に判断したというように理解しておりますの

で、この決定が誤っていたと私どもも思ってはおりません。 

○山井委員 もう終わりますが、とにかく、そういう誤った情報に基づいた誤った判断がこれだけの大きな問題

を引き起こしているという問題があるわけです。 

 最後になりますが、本当にこの核武装の問題、これは最も日本の国の根幹にかかわる問題です。私の住んでい

る宇治市でも非核平和都市宣言をしておりますが、全国民の最大の願いなんですね、核を廃絶するというのは。

そのことに対して、その方針を転換したと受け取られかねない発言をしていく、そういうことについて断固たる

措置をしないと、やはり、そのことを安倍総理、日本国政府は容認したというふうに受け取られるわけですから、

このことは引き続きしっかりと対処していただきたいと思います。 

 以上で質問を終わります。 


